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厚生労働省 老健局高齢者支援課

福祉用具・住宅改修指導官
長倉 寿子

国の福祉用具・介護ロボット等の展望

～その人らしい暮らしの実現のために～

令和5年2月12日



１．介護保険制度を取り巻く状況

２．介護現場における生産性向上の取組

３．介護ロボット、 ICT等テクノロジーの普及促進

４．福祉用具について

５．今後の展望
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資料：2016年までは総務省統計局「国勢調査」および「人口推計」、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）中位推計」

推計値
（日本の将来人口推計）

実績値
（国勢調査等）

13.9%
(2016)

12.0%

7,656

1,768

1,691

12,693

○ 今後、日本の総人口が減少に転じていくなか、高齢者（特に75歳以上の高齢者）の占める割合は増加してい
くことが想定される。

1,578

日本の人口の推移
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① 65歳以上の高齢者数は、2025年には3,677万人となり、2042年にはピークを迎える予測（3,935万人）。
また、75歳以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。

2015年 2020年 2025年 2055年

65歳以上高齢者人口（割合） 3,387万人（26.6%） 3,619万人（28.9%） 3,677万人（30.0%） 3,704万人（38.0%）

75歳以上高齢者人口（割合） 1,632万人（12.8%） 1,872万人（14.9%） 2,180万人（17.8%） 2,446万人（25.1%）

② 65歳以上高齢者のうち、認知症高齢者が増加していく。

④ 75歳以上人口は、都市部では急速に増加し、もともと高齢者人口の多い地方でも緩やかに増加する。各地域の高齢化の状況
は異なるため、各地域の特性に応じた対応が必要。 ※都道府県名欄の（ ）内の数字は倍率の順位

（1,000世帯） 世帯主が65歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計

埼玉県(1) 千葉県(2) 神奈川県(3) 愛知県(4) 大阪府(5) ～ 東京都(17) ～ 鹿児島県(45) 秋田県(46) 山形県(47) 全国

2015年
＜＞は割合

77.3万人
＜10.6%＞

70.7万人
＜11.4%＞

99.3万人
＜10.9%＞

80.8万人
＜10.8%＞

105.0万人
＜11.9%＞

146.9万人
＜10.9%＞

26.5万人
＜16.1%＞

18.9万人
＜18.4%＞

19.0万人
＜16.9%＞

1632.2万人
＜12.8%＞

2025年
＜＞は割合
（ ）は倍

率

120.9万人
＜16.8％＞
（1.56倍）

107.2万人
＜17.5%＞
（1.52倍）

146.7万人
＜16.2%＞
（1.48倍）

116.9万人
＜15.7%＞
（1.45倍）

150.7万人
＜17.7%＞
（1.44倍）

194.6万人
＜14.1%＞
（1.33倍）

29.5万人
＜19.5%＞
（1.11倍）

20.9万人
＜23.6%＞
（1.11倍）

21.0万人
＜20.6%＞
（1.10倍）

2180.0万人
＜17.8%＞
（1.34倍）

（％）

③世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加してい
く

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（全国） (平成29(2017)年4月推計)」より作成

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30(2018)年3月推計)」より作成

2012年 2025年

（括弧内は65歳以上人口対比）

462万人
(15%)

約700万人
(約20%)

※「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平
成26年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 九州大学 二宮教
授）による速報値
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今後の介護保険をとりまく状況（１）
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○75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に
増加してきたが、2025年までの10年間も、急速に増加。

（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成29年４月推計）出生中位（死亡中位）推計
実績は、総務省統計局「国勢調査」（国籍・年齢不詳人口を按分補正した人口）
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２０００年４月末 ２０２２年３月末

第１号被保険者数 ２，１６５万人 ⇒ ３，５８９万人 １．７倍

２０００年４月末 ２０２２年３月末

認定者数 ２１８万人 ⇒ ６９０万人 ３．２倍

①６５歳以上被保険者の増加

②要介護（要支援）認定者の増加

③サービス利用者の増加

２０００年４月 ２０２２年３月

在宅サービス利用者数 ９７万人 ⇒ ４０７万人 ４．２倍

施設サービス利用者数 ５２万人 ⇒ ９６万人 １．８倍

地域密着型サービス利用者数 － ８９万人

計 １４９万人 ⇒ ５１６万人※ ３．５倍
（出典：介護保険事業状況報告令和４年３月及び５月月報）

○２０００年の介護保険制度創設以来２２年を経過し、６５歳以上被保険者数が約１．７倍に増
加するなかで、サービス利用者数は約３．５倍に増加。高齢者の介護に無くてはならないもの
として、介護保険制度は定着・発展している。

※ 居宅介護支援、介護予防支援、小規模多機能型サービス、複合型サービスを足し合わせたもの、並びに、介護保険施設、地域密着型介護老人福祉施設、
特定施設入居者生活介護（地域密着型含む）、及び認知症対応型共同生活介護の合計。在宅サービス利用者数、施設サービス利用者数及び地域密着型
サービス利用者数を合計した、延べ利用者数は５９２万人。

これまでの22年間の対象者、利用者の増加

４



２０１９年度
（令和元年度）

第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について

２０２３年度
（令和５年度）

２０２５年度
（令和７年度）

○ 第８期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護職員の必要数を集計すると、

・2023年度には約２３３万人（＋約２２万人（5.5万人/年））

・2025年度には約２４３万人（＋約３２万人（5.3万人/年））

・2040年度には約２８０万人（＋約６９万人（3.3万人/年））

となった。 ※（）内は2019年度（211万人）比
※ 介護職員の必要数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員の必要数に、介護予防・日常生活支援総合事業のうち従

前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員の必要数を加えたもの。

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、④介護

職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。

注１）2019年度（令和元年度）の介護職員数約211万人は、「令和元年介護サービス施設・事業所調査」による。

注２）介護職員の必要数（約233万人・243万人・280万人）については、足下の介護職員数を約211万人として、市町村により第８期介護保険事業計画に位置付けられたサービス見込み量（総合事

業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。

注３）介護職員数には、総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数を含む。

注４）2018年度（平成30年度）分から、介護職員数を調査している「介護サービス施設・事業所調査」の集計方法に変更があった。このため、同調査の変更前の結果に基づき必要数を算出してい

る第７期計画と、変更後の結果に基づき必要数を算出している第８期計画との比較はできない。

約
22
万
人

第８期計画期間（2021～2023） 第９期計画期間（2024～2026）

約２１１万人

約２３３万人
約２８０万人

約
69
万
人

～～ ～～

約２４３万人 ～ ～
～ ～

～ ～

約
32
万
人

２０４０年度
（令和22年度）
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向
～有効求人倍率と失業率の動向～

注）平成23年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、当該3県を除く結果となっている。
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」

（※１）全職業及び介護関係職種の有効求人倍率は、パートタイムを含む常用の原数値。
月別の失業率は季節調整値。

（※２）常用とは、雇用契約において、雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているものをいう。

有効求人倍率（介護関係職種）と失業率
【平成17年度～令和3年度／年度別】（倍）

有効求人倍率（介護関係職種） （原数値）と失業率（季節調整値）
【平成26年3月～令和4年4月／月別】

○ 介護関係職種の有効求人倍率は、依然として高い水準にあり、全職業より高い水準で推移している。
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介護人材の確保、介護現場の生産性向上の推進

７

○総合的な介護人材確保対策

・処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職防止、介護職の魅力向上、外国人材の受入れ環境整備など

総合的に実施

・介護福祉士のキャリアアップや処遇につながる仕組みの検討

・外国人介護人材の介護福祉士資格取得支援等の推進



総合的な介護人材確保対策（主な取組）

介護職員の
処遇改善

多様な人材
の確保・育成

離職防止
定着促進

生産性向上

介護職
の魅力向上

外国人材の受
入れ環境整備

（実績）月額平均７．５万円の改善
月額平均1.8万円の改善（令和元年度～）
月額平均１.4万円の改善（29年度～）
月額平均1.3万円の改善（27年度～）
月額平均0.6万円の改善（24年度～）
月額平均2.4万円の改善（21年度～）

○ リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃
金水準を目指し、総額２０００億円（年）を活用し、経験・
技能のある介護職員に重点化した更なる処遇改善を
2019年10月より実施

○ 介護職員について、収入を３％程度（月額9,000円）
引き上げるための措置を、2022年２月から実施

※ 令和３年度介護報酬改定では、介護職員の人材確保・処遇改善等にも配

慮し、改定率を＋0.70％とするとともに、更なる処遇改善について、介護職員

間の配分ルールの柔軟化を実施。

○ 介護福祉士修学資金貸付、再就職準備金貸付による
支援

○ 中高年齢者等の介護未経験者に対する入門的研修
の実施から、研修受講後の体験支援、マッチングまでを
一体的に支援
○ ボランティアポイントを活用した介護分野での就労的
活動の推進
○ 多様な人材層の参入促進、介護助手等の普及促進

○ 他業種からの参入促進のため、キャリアコンサルティング
や、介護・障害福祉分野の職業訓練枠の拡充のため、訓
練に職場見学・職場体験を組み込むことを要件に、訓練
委託費等の上乗せ、訓練修了者への返済免除付きの就
職支援金の貸付を実施

○ 福祉系高校に通う学生に対する返済免除付きの修学資
金の貸付を実施

○ 介護施設等における防災リーダーの養成

○ 介護ロボット・ＩＣＴ等テクノロジーの活用推進
○ 介護施設・事業所内の保育施設の設置・運営の支
援

○ キャリアアップのための研修受講負担軽減や代替職
員の確保支援

○ 生産性向上ガイドラインの普及
○ 悩み相談窓口の設置、若手職員の交流推進
○ ウィズコロナに対応したオンライン研修の導入支援、介護
助手としての就労や副業・兼業等の多様な働き方を実践
するモデル事業の実施

○ 民間事業者によるイベント、テレビ、新聞、SNSを活かした取
組等を通じて全国に向けた発信を行い、介護の仕事の社会
的評価の向上を図るとともに、各地域の就職相談のできる場
所や活用できる支援施策等の周知を実施

○ 学生やその保護者、進路指導担当者等への介護
の仕事の理解促進

○ 介護福祉士を目指す留学生等の支援（介護福祉
士修学資金の貸付推進、日常生活面での相談支援
等）

○ 「特定技能」等外国人介護人材の受入環境整備（現地
説明会等による日本の介護のPR、介護技能向上のための
集合研修、介護の日本語学習支援、介護業務等の相談支
援・巡回訪問の実施等）

○ 特定技能の受入見込数を踏まえ、試験の合格者見込数
を拡充するとともに、試験の開催国を拡充

８



１．介護保険制度を取り巻く状況

２．介護現場における生産性向上の取組（総論）

３．介護ロボット、 ICT等テクノロジーの普及促進

４．福祉用具について

５．今後の展望



介護現場における生産性向上（業務改善）の捉え方と生産性向上ガイドライン

９

⚫ 業務のやり方を工夫することで、現在の業務から「ムリ」「ムダ」「ムラ」をなくし、業務をより安全に、正確に、効率的

に行い、負担を軽くすることが目的

⚫ Output（成果）/Input（単位投入量）で表し、Process（過程）に着目

一 般 的 な 生 産 性 向 上 の 捉 え 方

介 護 サ ー ビ ス に お け る 生 産 性 向 上 の 捉 え 方

⚫ 事業所が生産性向上（業務改善）に取り組むための指針としてガイドラインを作成。

➢ より良い職場・サービスのために今日からできること（自治体向け、施設・事業所向け）

➢ 介護の価値向上につながる職場の作り方（居宅サービス分）

➢ 介護サービスの質の向上に向けた業務改善の手引き（医療系サービス分）

生 産 性 向 上 に 資 す る ガ イ ド ラ イ ン の 作 成

【介護サービス事業における生産性
向上に資するガイドライン】

https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisansei.html



より良い職場・サービスのために今日からできること ｰ業務改善の手引きｰ
（介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン）
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①職場環境の整備
②業務の明確化と役割分担
(１)業務全体の流れを再構築

②業務の明確化と役割分担
(２)テクノロジーの活用

③手順書の作成

⑥OJTの仕組みづくり⑤情報共有の工夫④記録・報告様式の工夫 ⑦理念・行動指針の徹底

取組前 取組後

介護職員が
専門能力を発

揮

介護助手
が実施

介護職の業務が
明確化されて
いない

業務を明確化し、
適切な役割分担を
行いケアの質を向上

職員の心理的
負担が大きい

職員の心理的
負担を軽減

職員によって異なる
申し送り

申し送りを
標準化

帳票に
何度も転記

タブレット端末や
スマートフォンによる
データ入力（音声入
力含む）とデータ共有

活動している
職員に対して
それぞれ指示

インカムを利用した
タイムリーな
情報共有

職員の教え方に
ブレがある

教育内容と
指導方法を統一

イレギュラーな
事態が起こると
職員が自身で
判断できない

組織の理念や行動
指針に基づいた
自律的な行動



経営者

ケアの質の維持向上

A Iの活用他介護助手

（間接業務） （直接業務）

業務効率化・
職員の処遇改善

利用者
尊厳の保持

自立した日常生活

現場への関わり
（理念の共有）

一人ひとりに対する
個別ケア(理念の実践）

国による制度改正
・各種支援等施設整備等ロボット・ I C T

生産性向上
（介護の魅力発信）

理念

介護従事者

介護DX

※活用・手段の例

介護現場の生産性向上がもたらす将来のイメージ

人材育成

チームケアの質向上

情報共有の効率化

生産性向上に取り組む意義

≪職員の定着≫     
・多様な働き方 等

≪安定した経営≫
・各種加算の取得 等

介護事業所の将来像(例)

≪サービスの質の確保・向上≫
・ケアに直接関係する業務時間の効率化
や安全性の向上
・利用者とのコミュニケーションの増加
により、理解を深める
・職員の仕事に対するモチベーションの
向上 等

全職員が一枚岩となった取組

・各層を跨いだプロジェクトチーム

・適切な役割分担

記録・情報の共有 ケアの標準化
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１．介護保険制度を取り巻く状況

２．介護現場における生産性向上の取組（総論）

３．介護ロボット、 ICT等テクノロジーの普及促進

４．福祉用具について

５．今後の展望



介護ロボットとは
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１．ロボットの定義とは、

●情報を感知（センサー系）

●判断し （知能・制御系）

●動作する （駆動系）

この３つの要素技術を有する、知能化した機械システム。

２．ロボット技術が応用され利用者の自立支援や介護者の負担の軽減に役立つ介護機器を介護ロボットと呼んで

いる。

移乗支援

自動排せつ処理装置

介護ロボットの例

装着型パワーアシスト 歩行アシストカート

移動支援 見守り排泄支援

見守りセンサー

http://robotcare.jp/wp-content/uploads/2013/09/cyberdyne01.jpg


・ロボット技術を用いて介助
者のパワーアシストを行う
装着型の機器

・ロボット技術を用いて介助者
による抱え上げ動作のパ
ワーアシストを行う非装着
型の機器

・高齢者等の外出をサポートし、
荷物等を安全に運搬できる
ロボット技術を用いた歩行支
援機器

・排泄物の処理にロボット技術
を用いた設置位置調節可能
なトイレ

・介護施設において使用する、
センサーや外部通信機能を
備えたロボット技術を用いた
機器のプラットフォーム

・高齢者等の屋内移動や立
ち座りをサポートし、特にト
イレへの往復やトイレ内で
の姿勢保持を支援するロ
ボット技術を用いた歩行支
援機器

・在宅介護において使用する、
転倒検知センサーや外部通
信機能を備えたロボット技術
を用いた機器のプラットフォー
ム

・高齢者等の外出をサポートし、
転倒予防や歩行等を補助す
るロボット技術を用いた装着
型の移動支援機器

・ロボット技術を用いて排泄を
予測し、的確なタイミングでト
イレへ誘導する機器

・ロボット技術を用いてトイレ内
での下衣の着脱等の排泄の
一連の動作を支援する機器

・高齢者等とのコミュニケー
ションにロボット技術を用い
た生活支援機器

・ロボット技術を用いて、見守り、
移動支援、排泄支援をはじ
めとする介護業務に伴う情
報を収集・蓄積し、それを基
に、高齢者等の必要な支援
に活用することを可能とする
機器

○非装着 ○屋内 ○在宅

○動作支援

○装着 ○排泄物処理○屋外 ○施設

介護業務支援
○トイレ誘導

○装着
イメージ図（ニーズ・シーズ
連携協調協議会報告書よ
り転載）

イメージ図（ニーズ・シーズ連
携
協調協議会報告書より転載）

イメージ図（ニーズ・シーズ
連携協調協議会報告書よ
り転載）

危ないの
で

動かない
で
ください

○生活支援

・ロボット技術を用いて浴槽に
出入りする際の一連の動作
を支援する機器

民間企業・研究機関等 ＜経産省中心＞

○日本の高度な水準の工学技術を活用し、高齢者や介護現場
の具体的なニーズを踏まえた機器の開発支援

介護現場 ＜厚労省中心＞

○開発の早い段階から、現場のニーズの伝達や試作機器につ
いて介護現場での実証(モニター調査・評価)

モニター調査の
依頼等

試作機器の
評価等

介護ロボットの開発支援の重点６分野

○経済産業省と厚生労働省において、重点的に開発支援する分野を特定開発重点分野

移乗支援 移動支援
見守り・
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

排泄支援 入浴支援
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新型コロナウイルス感染症や大規模災害が発生する中で「感染症や災害への対応力強化」を図るとともに、団塊の世代の全てが75歳
以上となる2025年に向けて、2040年も見据えながら、「地域包括ケアシステムの推進」、「自立支援・重度化防止の取組の推進」、
「介護人材の確保・介護現場の革新」、「制度の安定性・持続可能性の確保」を図る。

改定率：＋０．７０％

１．感染症や災害への対応力強化

２．地域包括ケアシステムの推進 ３．自立支援・重度化防止の取組の推進

４．介護人材の確保・介護現場の革新 5．制度の安定性・持続可能性の確保

■感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提供される体制を構築

○日頃からの備えと業務継続に向けた取組の推進
・感染症対策の強化 ・業務継続に向けた取組の強化 ・災害への地域と連携した対応の強化 ・通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応

■住み慣れた地域において、利用者の尊厳を保持しつつ、必要な
サービスが切れ目なく提供されるよう取組を推進

■制度の目的に沿って、質の評価やデータ活用を行いながら、
科学的に効果が裏付けられた質の高いサービスの提供を推進

■喫緊・重要な課題として、介護人材の確保・介護現場の革新に対
応

■必要なサービスは確保しつつ、適正化・重点化を図る

○認知症への対応力向上に向けた取組の推進

○看取りへの対応の充実

○医療と介護の連携の推進

○在宅サービス、介護保険施設や高齢者住まいの機能・対応強化

○ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保

○地域の特性に応じたサービスの確保

○リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の連携・強化

○介護職員の処遇改善や職場環境の改善に向けた取組の推進

・認知症専門ケア加算の訪問ｻｰﾋﾞｽへの拡充 ・無資格者への認知症介護基礎研修受講義務づけ

・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの取組推進 ・施設等における評価の充実

・老健施設の医療ニーズへの対応強化
・長期入院患者の介護医療院での受入れ推進

・事務の効率化による逓減制の緩和・医療機関との情報連携強化・介護予防支援の充実

○報酬体系の簡素化

・区分支給限度基準額の計算方法の一部見直し ・訪問看護のリハの評価・提供回数等の見直し
・長期間利用の介護予防リハの評価の見直し ・居宅療養管理指導の居住場所に応じた評価の見直し
・介護療養型医療施設の基本報酬の見直し ・介護職員処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）の廃止
・生活援助の訪問回数が多い利用者等のケアプランの検証

・月額報酬化（療養通所介護） ・加算の整理統合（リハ、口腔、栄養等）

○評価の適正化・重点化

・訪問看護や訪問入浴の充実 ・緊急時の宿泊対応の充実 ・個室ﾕﾆｯﾄの定員上限の明確化

・過疎地域等への対応（地方分権提案） ・施設での日中生活支援の評価 ・褥瘡ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、排せつ支援の強化

・計画作成や多職種間会議でのリハ、口腔、栄養専門職の関与の明確化
・リハビリテーションマネジメントの強化 ・退院退所直後のリハの充実
・通所介護や特養等における外部のリハ専門職等との連携による介護の推進
・通所介護における機能訓練や入浴介助の取組の強化
・介護保険施設や通所介護等における口腔衛生の管理や栄養マネジメントの強化

・CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進
・ADL維持等加算の拡充

○介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進

○寝たきり防止等、重度化防止の取組の推進

※各事項は主なもの

○テクノロジーの活用や人員基準・運営基準の緩和を通じた
業務効率化・業務負担軽減の推進

○文書負担軽減や手続きの効率化による介護現場の業務負担軽減
の推進

・特定処遇改善加算の介護職員間の配分ルールの柔軟化による取得促進
・職員の離職防止・定着に資する取組の推進
・サービス提供体制強化加算における介護福祉士が多い職場の評価の充実
・人員配置基準における両立支援への配慮 ・ハラスメント対策の強化

・見守り機器を導入した場合の夜間における人員配置の緩和
・会議や多職種連携におけるICTの活用
・特養の併設の場合の兼務等の緩和・３ユニットの認知症GHの夜勤職員体制の緩和

・署名・押印の見直し・電磁的記録による保存等・運営規程の掲示の柔軟化

・介護保険施設におけるリスクマネジメントの強化
・高齢者虐待防止の推進 ・基準費用額（食費）の見直し

６．その他の事項

令和３年度介護報酬改定の概要

※うち、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に対応するための特例的な評価 ０．０５％（令和３年９月末までの間）

・基本報酬の見直し
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Ⅲ 今後の課題

（テクノロジーの活用）

テクノロジーを活用した場合の人員基準の緩和等について、利用者の

安全確保やケアの質、職員の負担、人材の有効活用の観点から、実際

にケアの質や職員の負担にどのような影響があったのか等、施行後の

状況を把握・検証するとともに、実証データの収集に努めながら、必

要な対応や、介護サービスの質や職員の負担に配慮しつつ、更なる介

護現場の生産性向上の方策について、検討していくべきである。

令和３年度介護報酬改定に関する審議報告
(令和２年12月23日 社会保障審議会（介護給付費分科会）資料公表）（抜粋）



介護現場のテクノロジー普及に関する主な支援

16

• 見守り機器を活用した場合の夜間人員基準の緩和（特養（従来型））

• 見守り機器を活用した場合の夜勤職員配置加算の要件の緩和（特養） 等

令 和 3年 度 介 護 報 酬 改 定

• 介護事業所、介護ロボット開発企業向けの相談窓口の設置（全国17ヵ所）

• 開発企業に対し開発実証のアドバイスを行うリビングラボの設置（全国８ヵ所）

• 実際の介護現場を活用した、介護ロボット導入に関する大規模実証（効果測定）の実施 等

介 護 ロ ボ ッ ト の 開 発 ・ 実 証 ・ 普 及 の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

• 業務改善に取り組む事業所に対するコンサル費用の一部補助・都道府県による取組（モデル事業等）の実

施費用の一部補助（業務改善支援事業（地域医療介護総合確保基金））、介護助手の活用

• 経営者層・介護従事者層に対するセミナーの実施 等

介 護 現 場 の 生 産 性 向 上 に 関 す る 取 組 の 推 進

• 介護事業所が介護ロボットやICTを導入する際の費用の一部補助

• 補助額・補助率・補助台数等の要件を段階的に拡充

介 護 ロ ボ ッ ト ・ I C T導 入 支 援 事 業 （ 地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 ）



介護ロボット開発等加速化事業
（介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム）
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開発企業等

○ 介護現場において、テクノロジーの活用などによるサービスの質の向上や職員の負担軽減といった生産性向上の推進は喫緊の
課題となっており、見守りセンサーやICT等といった生産性向上に効果的なテクノロジーの普及をより強力に進めていく。

○ 具体的には、①介護現場・ロボット開発企業の双方に対する一元的な相談窓口（地域拠点）、②開発機器の実証支援を行うリ
ビングラボのネットワーク、③介護現場における実証フィールドからなる、介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォー
ムを整備する。

介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム

介護施設等

③介護現場における実証フィールド
－エビデンスデータの蓄積－

②リビングラボネットワーク 【全国８ヵ所】
－開発実証のアドバイザリーボード兼先行実証フィールドの役割－

①相談窓口（地域拠点） 【全国17ヵ所】

介護ロボットに関する介護施設等からの導入相談、
開発企業等からの実証相談へのきめ細かな対応

全国の介護施設の協力による大規模実証フィールド

＜感染症対策に資する非接触対応に効果的なテクノロジーの例＞

＜見守りセンサー＞
居室内の利用者の状況（ベッドから
離れた場合や転倒した場合等）を
センサーで感知
→遠方から効率的な見守りが可能
になる。

＜ICT（インカム）＞

遠方にいながら職
員間での利用者
の状況の共有が
可能になる。

＜移乗支援（非装着型）＞
利用者の抱え上げを
ロボットが代替し、接触
対応が軽減される。

※リビングラボとは
実際の生活空間を再現し、新しい技術や
サービスの開発を行うなど、介護現場の
ニーズを踏まえた介護ロボットの開発を支
援するための拠点

令和５年度予算案（令和４年度当初予算）
5.0億円（5.0億円）

（参考）令和４年度第２次補正予算：3.9億円

○開発企業への支援

各種相談への対応：介護ロ
ボットの研究開発や製品のPR

等に関する相談に対し、介護
ロボットの開発に当たっての
補助金の紹介や出展可能なイ
ベントの紹介等また、開発企
業より製品評価や効果検証に
関する要望があった場合は、
リビングラボのネットワーク
へ取り次ぐことが可能

○介護現場への支援

・各種相談への対応：介護ロ
ボットを活用した介護現場の
業務改善方法の紹介、導入事
例、介護ロボットの製品情報
や補助金・基金の紹介等

・介護ロボットの試用貸出：介
護現場から、介護ロボットの
試用貸出の依頼を受付け、試
用貸出企業への取り次ぎ等

・体験展示：実際に介護ロボッ
トに触れ、体験することがで
き、現場での活用をイメージ
できる展示場を用意



令和４年度介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム
相談窓口・リビングラボ一覧
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■拠点相談一覧■ （17ヵ所）

北海道札幌市中央区北６条西16丁目１番地５

ほくたけビル
TEL：070-5608-6877
アドレス：tani15@hokutakehd.jp

社会福祉法人北海道社会福祉協議会
北海道介護ロボット普及推進センターA 社会福祉法人青森県社会福祉協議会

青森県介護啓発・福祉機器普及センター

青森県青森市中央3丁目20-30

TEL：017-777-0012
アドレス：robot@aosyakyo.or.jp

B
公益財団法人いきいき岩手支援財団

岩手県高齢者総合支援センター

岩手県盛岡市本町通3丁目19-1
岩手県福祉総合相談センター3階

TEL：019-625-7490

アドレス：ikrobo@silverz.or.jp

C 新潟県福祉機器展示室
介護ロボット相談窓口

新潟県新潟市中央区上所2-2-2

新潟ユニオンプラザ3階

TEL：025-378-5221
アドレス：aoyama@aoyama-medical.co.jp

D

社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会
介護すまいる館

埼玉県さいたま市浦和区針ヶ谷４-２-６５

TEL：048-822-1195
アドレス：kaigosmile@fukushi-saitama.or.jp

F
社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団
横浜総合リハビリテーションセンター
介護ロボット相談窓口

神奈川県横浜市港北区鳥山町1770

TEL：045-473-0666（代）
問い合わせ先：http://www.yrc-pf.com

G
社会福祉法人富山県社会福祉協議会
福祉カレッジ介護実習・普及センター

富山県富山市安住町５番21号

TEL：076-403-6840
アドレス：robot@wel.pref.toyama.jp

H

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター
健康長寿支援ロボットセンター

愛知県大府市森岡町7-430

TEL：0562-46-2311
アドレス：rehab@ncgg.go.jp

I
ATCエイジレスセンター
介護ロボット相談窓口

大阪府大阪市住之江区南港北2-1-10

TEL：06-6615-5123
アドレス： info@ageless.gr.jp

J
ひょうごＫＯＢＥ介護・ 医療ロボット開発・導
入支援窓口

兵庫県神戸市西区曙町１０７０

TEL：078-925-9282
アドレス：robo-shien@assistech.hwc.or.jp

K
社会福祉法人健祥会
徳島県介護実習・普及センター

徳島県徳島市国府町東高輪字天満356番地1

TEL：088-642-5113
アドレス：presen@kenshokai.group

L

一般社団法人日本福祉用具供給協会
広島県ブロック

広島県広島市安佐南区大町東1-18-44

TEL：082-877-1079
アドレス：jimukyoku@fukushiyogu-hiroshima.jp

M

九州介護ロボット開発・実証・普及促進センター

福岡県北九州市小倉北区馬借一丁目７-１
総合保健福祉センター１階

TEL：080-2720-2646
アドレス：krobot@aso-education.co.jp

O

鹿児島県介護実習普及センター

鹿児島県鹿児島市山下町14-50
かごしま県民交流センター内

TEL： 099-221-6615
アドレス： kaigo7-kakenshkyo@po5.synapse.ne.jp

Q

とちぎ福祉プラザモデルルーム
福祉用具・介護ロボット相談・活用センター

運営主体 NPO法人とちぎノーマライゼーション研究会
栃木県宇都宮市若草1-10-6 とちぎ福祉プラザ１F

TEL：028-627-2940

アドレス：info@normalization.jp

E

愛媛県介護実習・普及センター

愛媛県松山市持田町3-8-15

愛媛県総合社会福祉会館内

TEL：089-921-5140
アドレス：chouju@ehime-shakyo.or.jp

N

社会福祉法人 大分県社会福祉協議会
大分県社会福祉介護研修センター
大分県介護ロボット普及推進センター

大分県大分市明野東3-4-1

TEL：097-574-4571
アドレス：oita-kaigorobot@okk.or.jp

P

拡充

拡充

拡充

■リビングラボ一覧■ （８ヵ所）

東京都大田区東糀谷六丁目4番17号
TEL：03-5735-8080
アドレス：sfri@zenkoukai.jp

Care Tech ZENKOUKAI Lab
（社会福祉法人善光会サンタフェ総合研究所）

東京都品川区東品川4-13-14 
グラスキューブ品川10階
TEL：03-5781-5430
問い合わせ先：https://futurecarelab.com/

Future Care Lab in Japan
（SOMPOホールディングス株式会社）

千葉県柏市柏の葉6-2-3 東京大学柏II
キャンパス内 社会イノベーション棟
TEL：029-861-3427
アドレス：M-living-lab-ml@aist.go.jp

柏リビングラボ
（国立研究開発法人産業技術総合研究所）

愛知県大府市森岡町7-430 
TEL：0562-46-2311
アドレス：carrl@ncgg.go.jp

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター
健康長寿支援ロボットセンター

福岡県北九州市若松区ひびきの2-5
情報技術高度化センター
TEL：093-603-7738
アドレス：slc3lab-technical-
support@brain.kyutech.ac.jp

スマートライフケア共創工房
（国立大学法人九州工業大学）

愛知県豊明市沓掛町田楽ケ窪1番地98  
藤田医科大学病院内
TEL：0562-93-9720
アドレス：cent-rsh@fujita-hu.ac.jp

藤田医科大学ロボティックスマートホーム・
活動支援機器研究実証センター

宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉6-6
アドレス： living-
lab@srd.mech.tohoku.ac.jp

青葉山リビングラボ
（国立大学法人 東北大学）

吉備高原医療リハビリテーションセンター

岡山県加賀郡吉備中央町吉川7511
TEL： 0866-56-7141
アドレス： syomu@kibiriah.johas.go.jp



令和4年度介護ロボットのニーズ・シーズマッチング支援業務について
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◼本事業におけるマッチング支援
① ニーズリストを介したニーズの紹介、取次
② 実証・検証に関わる相談及びフィールド（介護施設・リビングラボ等）の紹介
③ 企業（製品、技術を有する開発企業、製品の普及・活用促進を行う企業）の紹介、取次

◼事業目的：企業の介護ロボットの開発を支援することで、介護現場の真のニーズを汲み取った介護ロボットの開発を促進する

◼事業内容：企業がマーケット情報を収集するためのフィールド等を紹介することで、企業の参入検討・開発・製品普及を支援する

拡
充！



介護ロボットのパッケージ導入モデル
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【介護ロボットのパッケージ導入モデル】
生産性向上ガイドラインで示されている業務改善の

手順を参考に作成。

各施設・事業所が抱える課題を抽出し、「改善策の

取組」の手段（ツール）として介護ロボットの導入・

活用を通じて得られた効果などを取組事例としてまと

めたもの。

➢ 介護ロボット導入の手順
➢ 機器導入のポイント
➢ 介護現場での取組
・課題の抽出・把握
・介護ロボットの導入・活用
事例（10事例）

・改善活動の振り返り
➢ 付録

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000928398.pdf



介護ロボット導入の手順・機器導入のポイント
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介護ロボット導入支援事業（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分） ）

令和５年度当初予算案：地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数

⚫ 補助額

補 助 内 容 ※令和２年度（当初予算）以降の拡充分（下線部以外）は令和５年度までの実施

（地域医療介護総合確保基金 137億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

⚫ 介護ロボット
･･･移乗支援、移動支援、排泄支援、見守り、入浴支援など、厚生労働省・経済産業省で定める「ロボット技術の介護利用における

重点分野」に該当する介護ロボット

⚫ 見守りセンサーの導入に伴う通信環境整備
･･･Wi-Fi環境の整備、インカム、見守りセンサー等の情報を介護記録にシステム連動させる情報連携のネットワーク構築経費 等

補 助 対 象

⚫ 補助上限台数

･･･必要台数(制限の撤廃)

⚫ 補助率

･･･都道府県の裁量により設定
（一定の要件を満たす場合は3/4を下限、それ以外の事業所は1/2を下限)

〈一定の要件〉･･･以下の要件を満たすこと

・導入計画書において目標とする人員配置を明確にした上で、見守りセンサーや

インカム、介護記録ソフト等の複数の機器を導入し、職員の負担軽減等を図り

つつ、人員体制を効率化させる場合

◼ 対象となる介護ロボット（例）

○見守りセンサー
（見守り）

○入浴アシストキャリー
（入浴支援）

○装着型パワーアシスト
（移乗支援）

○非装着型離床アシスト
（移乗支援）

利用者

都道府県基金
（負担割合：国２／３、

都道府県１／３）

➢負担軽減 効率化サービス
提供

介護保険施設・事業所

◼ 事業の流れ ◼ 実績（参考）

➢ 実施都道府県数：45都道府県
（令和３年度）

➢ 都道府県が認めた介護施設等の導入
計画件数

（注）令和3年度の数値は原則R3.11月末時点の暫定値
※１施設で複数の導入計画を作成することが
あり得る

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
58 364 505 1,153 1,813 2,353 2,596

○ 各都道府県に設置される地域医療介護総合確保基金を活用し、介護施設等に対する介護ロボットの導入支援を実施し、介護ロボッ
トを活用した介護事業所の生産性向上の取組を通じて、ケアの質の確保や職員の負担軽減等を図る。

１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要 等

介護ロボット
(1機器あたり)

・移乗支援(装着型・非装着型)
・入浴支援

上限100万円

・上記以外 上限30万円

見守りセンサーの導入に伴う通信環境整備
(1事業所あたり)

上限750万円
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http://robotcare.jp/wp-content/uploads/2013/09/cyberdyne01.jpg


介護ロボット等による生産性向上の取組に関する効果測定事業（令和4年度実証事業）
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介護現場において、テクノロジーの活用やいわゆる介護助手の活用等による生産性向上の取組を推進するため、介護施設における効果実証を

実施するとともに実証から得られたデータの分析を行い、次期介護報酬改定の検討に資するエビデンスの収集等を行うことを目的とする。

目 的

実証テーマ① 見守り機器等を活用した夜間見守り

令和3年度介護報酬改定（夜間の人員配置基準緩和等）を踏まえ、

特養（従来型）以外のサービスも含め、夜間業務における見守り

機器等の導入による効果を実証。

実証テーマ② 介護ロボットの活用

施設の課題や状況等に応じた適切な介護ロボットの導入とそれに伴う

業務オペレーションの見直しによる効果を実証。

実証テーマ③ 介護助手の活用

身体的介護以外の業務や介護専門職のサポート等の比較的簡単な

作業を行う、いわゆる介護助手を活用することによる効果を実証。

実証テーマ④ 介護事業者等からの提案手法

生産性向上の取組に意欲的な介護事業者等から、取組の目標や具体的

な取組内容等に関する提案を受け付け、提案を踏まえた実証を実施。

想 定 す る 調 査 項 目 ※具体的な調査項目、調査手法（実証施設数含む）については、事業内に設置する有識者で構成する実証委員会にて検討

• 介護職員の業務内容・割合がどのように変化したか

• ケアの質が適切に確保されているかどうか（利用者のADL、認知機能、意欲等に関する評価、ケア記録内容 等）

• 介護職員の働き方や職場環境がどう改善したのか（職員の勤務・休憩時間、心理的不安、意欲の変化 等） 等

実 施 ス ケ ジ ュ ー ル

４月～５月 実証施設選定（テーマ①～③）、提案募集・選定（テーマ④）、実証計画（調査項目・手法等）の策定

６月・７月 事前調査

１０月 事後調査（１回目）

１２月 事後調査（２回目）

１２月～３月 データ分析、実証結果のとりまとめ



参考：令和2年度パイロット事業事例
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１．介護保険制度を取り巻く状況

２．介護現場における生産性向上の取組（総論）

３．介護ロボット、 ICT等テクノロジーの普及促進

４．福祉用具について

５．今後の展望



○ 介護保険の福祉用具は、要介護者等の日常生活の便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練のための
用具であって、居宅要介護者等の日常生活の自立を助けるためのものを、保険給付の対象としている。

対象種目

【福祉用具貸与】＜原則＞

・ 車いす（付属品含む） ・ 特殊寝台（付属品含む）

・ 床ずれ防止用具 ・ 体位変換器

・ 手すり ・ スロープ

・ 歩行器 ・ 歩行補助つえ

・ 認知症老人徘徊感知機器

・ 移動用リフト（つり具の部分を除く) ・ 自動排泄処理装置

【給付制度の概要】

① 貸与の原則

利用者の身体状況や要介護度の変化、福祉用具の機能の向上に応じて、適時・適切な福祉用具を利用者に提供できるよう、貸与を原則

としている。

② 販売種目

貸与になじまない性質のもの（他人が使用したものを再利用することに心理的抵抗感が伴うもの、使用によってもとの形態・品質が変

化し、再利用できないもの）は、福祉用具の購入費を保険給付の対象としている。

③ 現に要した費用

福祉用具の貸与及び購入は、市場の価格競争を通じて適切な価格による給付が行われるよう、保険給付上の公定価格を定めず、現に要

した費用の額により保険給付（原則９割、所得に応じて８割・７割支給）する仕組み。なお、貸与件数が月平均100件以上の商品につ

いては、貸与価格の上限設定（※）を実施しており、これを超えて貸与を行った場合は給付対象としない。また、販売は原則年間10万

円を支給限度基準額としている。※上限価格は当該商品の「全国平均貸与価格＋１標準偏差(１SD)」（正規分布の場合の上位約16％）に相当する。

【厚生労働大臣告示において以下のものを対象種目として定めている】

【特定福祉用具販売】＜例外＞

・ 腰掛便座 ・ 自動排泄処理装置の交換可能部品

・ 排泄予測支援機器 ・ 入浴補助用具（※）

・ 簡易浴槽 ・移動用リフトのつり具の部分

（※）入浴用いす、 浴槽用手すり、浴槽内いす、 入浴台、

浴室内すのこ、浴槽内すのこ、入浴用介助ベルト）

介護保険における福祉用具
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介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会について

【目的】
利用者や保険者等の意見・要望を踏まえ、新たな種目・種類の取り入れや、拡充等の検討のため、介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会を開催。

【検討事項】
・介護保険の給付対象となる福祉用具・住宅改修の新たな種目・種類の追加や拡充についての妥当性や内容に関すること。
・その他、介護保険の福祉用具・住宅改修に関すること。

【評価・検討の流れ】

介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会 構成員（順不同・敬称略）

介 護 保 険 福 祉 用 具 ・
住 宅 改 修 評 価 検 討 会

厚 生 労 働 省

保 険 者 ・ 利 用 者
事 業 者 関 係 団 体 等

委員等による
事前の評価

告示改正
等の実施

社会保障審議会
介護給付費分科会

（イメージ）

氏 名 所 属 ・ 役 職 氏 名 所 属 ・ 役 職

石田 光広 稲城市 副市長 大串 幹 兵庫県立リハビリテーション中央病院 院長補佐 診療部長

井上 剛伸 国立障害者リハビリテーションセンター研究所 部長 久留 善武 一般社団法人シルバーサービス振興会 事務局長

井上 由起子 日本社会事業大学専門職大学院 教授 五島 清国 公益財団法人テクノエイド協会 企画部長

岩元 文雄 一般社団法人全国福祉用具専門相談員協会 理事長 濱田 和則 一般社団法人日本介護支援専門員協会 副会長

上野 文規 介護総合研究所 元気の素 代表 松本 吉央 産業技術総合研究所 人間拡張研究センター

大河内 二郎 介護老人保健施設竜間之郷 施設長 渡邉 愼一
一般社団法人日本作業療法士協会 生活環境支援推進室 副室長

横浜市総合リハビリテーションセンター 副センター長

通年 厚生労働省HPより提案票の受付。（11月以降に受付けた提案は、次年度の検討会で評価・検討）

11月～１月 提案資料の確認。評価検討に必要な情報が不十分な場合、委員の助言を踏まえ、追加データを提案者に依頼。

２月～３月 評価検討会を開催し、提出された要望について種目・種類の追加や拡充の妥当性や内容を評価・検討。

■新規提案の場合

■ 「評価検討の継続」と判断された提案の場合

通年 必要なエビデンス等が整理され次第、随時評価検討を実施。（改めての提案票の提出は不要）

令和４年６月時点
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介護保険における福祉用具の評価・検討方法の再整理

27

○ 開発企業等に求める評価・検討の視点の明確化

・ 審査の透明性を高める観点から、有効性・安全性等を評価するために必要な以下の情報を予め明示して、開発企

業等に必要な資料を求めることとする。

（有効性）利用場面の特定、対象利用者の状態像の明確化、自立助長等の具体的な効果

（安全性）利用が危険と考えられる状態像、利用方法の注意事項、保守の方法

○ エビデンスデータに基づく評価

・ 客観的に有効性・安全性を評価するため、エビデンスデータの提供を求める。

○ 複合機能を搭載した福祉用具の評価

・ 外部との通信機能などの付加的な機能を有する福祉用具について、これまで原則認めていなかったが、利用者の

自立助長や介助者の負担軽減に寄与するものかどうかの観点から、総合的に勘案して判断する。

評価・検討方法の再整理

○ 令和2年度に介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会を介護保険の福祉用具貸与における具体的かつ明確な評価・

検討方法を再整理した。

○ 介護保険制度の給付対象となる福祉用具については、随時、外部有識者で構成される介護保険福祉用具・住宅改

修評価検討会を開催し、利用者がその居宅において自立した日常生活を営むことが出来るよう助けるものについて、

エビデンス等を踏まえ、保険給付の対象とする取組を進めている。

○ 福祉用具の評価検討については、種目ごとに評価・検討を行うことを維持しつつ、以下のとおり検討方法の再整理

を図る。また、従前は不定期の開催となっていたが、通年で評価・検討を行い、少なくとも年１回、評価検討結果を

とりまとめることとした。



テクノロジーを活用した福祉用具の活用促進について

○ 福祉用具の有効性や安全性、エビデンス等を踏まえ、保険適用の合理性等に係る評価検討の視点をあらかじめ

明確にし、提案を行う福祉用具の開発事業者等に対して、エビデンスを踏まえた効果的な提案となるよう、当該

視点を踏まえた事前の相談助言などを行っている。

○ 令和３年11月に開催された検討会では、同年３月の検討会で「評価検討の継続」と判断された提案のうち、

テクノロジーを活用した福祉用具である排泄予測支援機器について、追加で提出されたエビデンス等に基づき検

討を行い、販売種目の追加について「可」と判断された。

○ 当該結果を踏まえ、特定福祉用具販売の給付種目に排泄予測支援機器を追加するため、給付種目を規定してい

る告示や通知（※）を令和４年３月に改正・公布し、令和４年４月より施行した。

（※）福祉用具の形状や機能を定めている通知における排泄予測支援機器の規定

「利用者が常時装着した上で、膀胱内の状態を感知し、尿量を推定するものであって、一定の量に達したと推定された際に、

排尿の機会を居宅要介護者等又はその介護を行う者に自動で通知するものである。」

○ 施行と併せて、以下のような給付する際の留意事項についても明示（以下、一部抜粋）した。

1．給付対象、利用者が想定しにくい状態

運動動作の低下、排尿のタイミングが不明、または伝達が困難等により、トイレでの排尿が困難な者のうち、排尿機会の

予測により、失禁を回避し、トイレでの排尿が見込める者。一方、要介護認定の調査項目のうち、排尿が「１．介助されて

いない」、「４．全介助」の者は利用が想定しにくい。

２．医学的な所見の確認について

認定審査における主治医の意見書といった医学的な所見により、居宅要介護者等の膀胱機能を確認する。

３．特定福祉用具販売事業者が事前に確認すべき事項

装着の可能性、通知の理解やトレイまでの移動や誘導の可能性等を確認。なお、販売の前に一定期間の試用も推奨。 等

これまでの取組状況

28 



１．介護保険制度を取り巻く状況

２．介護現場における生産性向上の取組

３．介護ロボット、 ICT等テクノロジーの普及促進

４．福祉用具について

５．今後の展望



介護ロボット等のテクノロジーの普及に向けて

29

⚫ 介護ロボット等のテクノロジーの効果を最大限に高めるためには、施設の課題･ニーズに応じた
適切な機器の導入と適切な業務オペレーションの見直しを行う必要があるが、これらノウハウの
普及に向けて、見本となる先進施設の存在や伴走支援が必要。

⚫ テクノロジーの活用等、生産性向上の取組を広く普及するためには、地域での人材育成･ネット
ワークづくりを活性化し、長期的に地域で自律的に取り組んでいくことが必要。

（人材確保施策と併せて、都道府県が核となって施策を推進することが効果的ではないか。）

⚫ また、テクノロジーの活用等、生産性向上の取組に関し、ケアの質の確保や職員の負担軽減等に
関するエビデンス・データを引き続き収集し、当該データ等に基づき、介護現場の生産性向上等
に係る人員基準の方向性及び関連する報酬の取扱い等を具体的に議論していく。



介護職員の働く環境改善に向けた政策パッケージについて

介護サービス事業者の財務状況や処遇改善状況の見える化を進め、

経営改善に向けた動機付けを進める。

④ 介 護 サ ー ビ ス 事 業 者 の 経 営 の 見 え る 化

② 介 護 ロ ボ ッ ト ・ I C T機 器 の 導 入 支 援① 介 護 現 場 革 新 の ワ ン ス ト ッ プ 窓 口 の 設 置

⑦ 職 員 配 置 基 準 の 柔 軟 化 の 検 討⑤福祉用具、在宅介護におけるテクノロジーの導入・活用促進

⑧ 介 護 行 政 手 続 の 原 則 デ ジ タ ル 化⑥ 生 産 性 向 上 に 向 け た 処 遇 改 善 加 算 の 見 直 し

事業者への様々な支援メニューを一括し、適切な支援につなぐワン

ストップ窓口を各都道府県に設置。中小企業庁の補助金の活用促進。

課題に対応した代表的な導入モデルを紹介するとともに、①のワンス

トップ窓口と連携して、相談対応、職員向け研修など伴走支援を進める。

今年10月から運用開始した電子申請・届出システムの利用原則化

に取り組む。

在宅介護の情報共有や記録の円滑化などについて、調査研究を進

め、活用を促進する。また、福祉用具貸与等の対象種目の追加につ

いて、評価検討を進める。

未取得事業者の取得促進を図るとともに、加算手続の簡素化や制度

の一本化について検討。

実証事業などでのエビデンス等を踏まえつつ、テクノロジー導入に

先進的に取り組む介護施設における職員配置基準（3:1）の柔軟な取

扱い等を検討。

③ 優 良 事 業 者 ・ 職 員 の 表 彰 等 を 通 じ た 好 事 例 の 普 及 促 進

○ 持続的な介護職員の待遇改善を実現するためには、個々の事業者における経営改善やそれに伴う生産性の向上が必要であり、具体的には、

取組の横展開や働きかけの強化等、総合的に取り組むことが重要。

○ 中小事業者も多い、介護事業者の職場環境づくりを全政府的な取組と位置づけ、自治体や事業者も巻き込んで推進し、その成果を、従業

員の賃金に適切に還元していただくことについて期待。

（２）事業者の意識改革

（３）テクノロジーの導入促進と業務効率化

職員の待遇改善・人材育成・生産性の向上などに取り組む事業

者・職員を総理大臣が表彰等する仕組みを早期に導入し、優良事

例の横展開を図る。

（１）総合的・横断的な支援の実施

令和４年１２月２３日 厚生労働省

第６回全世代型社会保障構築本部決定
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介護保険制度の見直しに関する意見（概要）①
（令和４年12月20日 社会保障審議会介護保険部会）

１．生活を支える介護サービス等の基盤の整備

○地域の実情に応じた介護サービスの基盤整備
・長期的な介護ニーズの見通しや必要な介護職員数を踏まえ計画を
策定。その際、既存施設・事業所の今後のあり方も含め検討

○在宅サービスの基盤整備
・複数の在宅サービス（訪問や通所など）を組み合わせて提供する

複合型サービスの類型の新設を検討
・看護小規模多機能型居宅介護のサービスの明確化など、看護小規

模多機能型居宅介護等の更なる普及方策について検討

○ケアマネジメントの質の向上
・質の向上･人材確保の観点から第９期を通じて包括的な方策を検討
・適切なケアマネジメント手法の更なる普及・定着
・ケアプラン情報の利活用を通じた質の向上
・質の高い主任ケアマネジャーを養成する環境の整備、業務効率化
等の取組も含めた働く環境の改善

○医療・介護連携等
・医療計画と介護保険事業（支援）計画との整合性の確保
・地域リハビリテーション支援体制の構築の推進
・かかりつけ医機能の検討状況を踏まえ、必要な対応

○施設サービス等の基盤整備
・特養における特例入所の運用実態を把握の上、改めて、その趣旨
の明確化を図るなど、地域の実情を踏まえ適切に運用

○住まいと生活の一体的支援
・モデル事業の結果等を踏まえ、住宅分野や福祉分野等の施策との
連携や役割分担のあり方も含め引き続き検討

○介護情報利活用の推進
・自治体・利用者・介護事業者・医療機関等が、介護情報等を電子
的に閲覧できる情報基盤を整備するため、介護情報等の収集・提
供等に係る事業を地域支援事業に位置づける方向で、自治体等の
関係者の意見も十分に踏まえながら検討

○科学的介護の推進
・LIFEのフィードバックの改善や収集項目の精査を検討

○全世代対応型の持続可能な社会保障制度の構築に向けて、質の高い医療・介護を効率的に提供するための基盤整備が必要。
○次期計画期間中に2025年を迎えるが、今後、85歳以上人口の割合が上昇し、サービス需要や給付費は増加する一方、生産年齢人口は急減。
地域ニーズに対応したサービス等基盤の整備や、人材確保、保険制度の持続可能性の確保に向けた早急な対応が必要。

○社会環境の変化の中でも、高齢者の自己決定に基づき、必要なサービスを受けられ、希望する所で安心して生活できる社会を実現する必要。

２．様々な生活上の困難を支え合う地域共生社会の実現

○総合事業の多様なサービスの在り方
・実施状況・効果等について検証を実施
・第９期を通じて充実化のための包括的な方策を検討。その際、地
域の受け皿整備のため、生活支援体制整備事業を一層促進。また、
多様なサービスをケアプラン作成時に適切に選択できる仕組みの検
討

○通いの場、一般介護予防事業
・多様な機能を有する場として発展させるため、各地域の状況や課
題毎に活用・参照しやすいよう情報提供。専門職の関与を推進

○認知症施策の推進
・認知症施策推進大綱の中間評価を踏まえた施策の推進

○地域包括支援センターの体制整備等
・家族介護者支援等の充実に向け、センターの総合相談支援機能の
活用、センター以外の各種取組との連携

・センターの業務負担軽減のため、
- 介護予防支援の指定対象を居宅介護支援事業所に拡大
- 総合相談支援業務におけるブランチ等の活用推進。市町村から
の業務の部分委託を可能とする等の見直し
- ３職種配置は原則としつつ、職員配置の柔軟化

３．保険者機能の強化

○保険者機能強化推進交付金等
・評価指標の見直し・縮減とアウトカムに関する指標の充実

○給付適正化・地域差分析
・給付適正化主要５事業の取組の重点化・内容の充実・見える化

○要介護認定
・より多くの保険者が審査の簡素化に取り組むよう、簡素化事例の
収集・周知。今後、ICTやAIの活用に向けて検討

・コロナの感染状況を踏まえ、ICTを活用して認定審査会を実施でき
るとする取扱いについて、コロナの感染状況を問わず継続

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進

31



介護保険制度の見直しに関する意見（概要）②
（令和４年12月20日 社会保障審議会介護保険部会）

２．給付と負担

（１）高齢者の負担能力に応じた負担の見直し
○１号保険料負担の在り方
・国の定める標準段階の多段階化、高所得者の標準乗率の引上げ、低所得
者の標準乗率の引下げ等について検討を行い、具体的な段階数、乗率、
公費と保険料多段階化の役割分担等について、次期計画に向けた保険者
の準備期間等を確保するため、早急に結論を得る

○「現役並み所得」、「一定以上所得」の判断基準
・利用者負担が２割となる「一定以上所得」の判断基準の見直しに
ついて、後期高齢者医療制度との関係や介護サービスは長期間利
用されること等を踏まえつつ、高齢者が必要なサービスを受けら
れるよう、高齢者の生活実態や生活への影響等も把握しながら検
討を行い、次期計画に向けて結論を得る

○補足給付に関する給付の在り方
・給付の実態やマイナンバー制度を取り巻く状況なども踏まえつつ、
引き続き検討

（※）次期計画に向けて結論を得るとされた事項については、遅くとも来年夏まで

に結論を得るべく引き続き議論

（２）制度間の公平性や均衡等を踏まえた給付内容の見直し
○多床室の室料負担
・老健施設及び介護医療院について、在宅との負担の公平性、各施設の機
能や利用実態等を踏まえつつ、介護給付費分科会において介護報酬の設
定等も含めた検討を行い、次期計画に向けて結論を得る

○ケアマネジメントに関する給付の在り方
・利用者やケアマネジメントに与える影響、他サービスとの均衡等を踏ま
え包括的に検討し、第10期計画期間の開始までに結論を得る

○軽度者への生活援助サービス等に関する給付の在り方
・現在の総合事業に関する評価・分析等を踏まえ包括的に検討し、
第10期計画期間の開始までに結論を得る

（３）被保険者範囲・受給者範囲
・第２号被保険者の対象年齢を引き下げることについて、介護保険
を取り巻く状況の変化も踏まえつつ、引き続き検討

Ⅱ 介護現場の生産性向上の推進、制度の持続可能性の確保

１．介護人材の確保、介護現場の生産性向上の推進

（１）総合的な介護人材確保対策
・処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職防止、
介護職の魅力向上、外国人材の受入れ環境整備など総合的に実施

・介護福祉士のキャリアアップや処遇につながる仕組みの検討
・外国人介護人材の介護福祉士資格取得支援等の推進

（２）生産性の向上により、負担が軽減され働きやすい介護現場の実現
○地域における生産性向上の推進体制の整備
・生産性向上等につながる取組を行う介護事業者へ認証を付与する取
組により、優良事例を横展開

・都道府県主導のもと、様々な支援・施策を一括して取り扱い、適切
な支援につなぐワンストップ窓口の設置など総合的な事業者支援

・地方公共団体の役割を法令上明確化

○施設や在宅におけるテクノロジー（介護ロボット・ICT等）の活用
・相談窓口を通じた体験展示、研修会、個別相談対応等の推進
・施設における介護ロボットのパッケージ導入モデル等の活用推進
・在宅におけるテクノロジー活用に当たっての課題等に係る調査研究

○介護現場のタスクシェア・タスクシフティング
・いわゆる介護助手について、業務の切り分け、制度上の位置付け等
の検討。人材の確保については、特定の年齢層に限らず柔軟に対応

○経営の大規模化・協働化等
・社会福祉連携推進法人の活用促進も含め、好事例の更なる横展開
・「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」も踏まえ、各
サービスにおける管理者等の常駐等について、必要な検討

○文書負担の軽減
・標準様式や「電子申請・届出システム」の基本原則化について所要
の法令上の措置を遅滞なく実施

○財務状況等の見える化
・介護サービス事業所の経営情報を詳細に把握・分析できるよう、事
業者が都道府県知事に届け出る経営情報について、厚生労働大臣が
データベースを整備し公表

・介護サービス情報公表制度について、事業者の財務状況を公表。併
せて、一人当たりの賃金等についても公表の対象への追加を検討
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介護生産性向上推進総合事業（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分））
〔“介護事業所に対する業務改善支援事業’’の拡充〕

〈事業イメージ〉

• 都道府県が主体となり、「介護生産性向上総合相談センター（仮称） 」を設置。介護現場革新会議において策定する基本方針に基づ
き、介護ロボットやICT、その他生産性向上に関する取組を実施する他、人材確保に関する各種事業等とも連携の上、介護事業者に対
し、ワンストップ型の支援を実施する。

【実施事項】 以下の経費の一部を補助
（（１）及び（２）の実施が要件。）
（１）介護現場革新会議の開催
（２）介護生産性向上総合相談センター（仮称）の設置

①介護ロボット・ICT等生産性向上に係る相談窓口（必須）
②人材確保、生産性向上に係る各種支援業務との連携（必須）
③その他

（３）第三者が生産性向上の取組を支援するための費用の
支援（コンサル経費の補助）

実施主体

国
都道府県
(一部、委託)

基金(国2/3) 介護施
設等

一部助成

• 都道府県が介護現場の生産性向上をさらに推進する方策を別途検討。
• 本メニュー設置に伴い既存基金メニューとの整理を予定

３ そ の 他

※既存の基金メニュー(業務改善支援事業)の拡充での対応を予定。

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム 、実 施 主体 等

○ 都道府県が主体となった介護現場の生産性向上を推進する取組の広がりは限定的であり、また、既存の生産性向上に係る事業は数
多くあるものの、実施主体や事業がバラバラであり、一体的に実施する必要がある。

○ このため、都道府県の主導のもと、介護人材の確保・処遇改善、介護ロボットやICT等のテクノロジーの導入、介護助手の活用な
ど、介護現場の革新、生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的・横断的に一括して取り扱い、適切な支援につなぐワンストッ
プ型の総合的な事業者への支援を可能とする「介護生産性向上推進総合事業」を実施するための基金メニューを設ける。(※)

１ 事業の目的

令和５年度当初予算案：地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）の内数 （地域医療介護総合確保基金 137億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

老健局高齢者支援課

※赤字が令和５年度拡充分。
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ケアプランデータ連携システムについて ～来春スタート～

⚫現時点では、システム上にデータは蓄積されず、事業所がデー

タをダウンロードした時点でシステムから削除される設計。

⚫第３表（週間サービス計画書）等は、PDFファイルを添付する

形で共有可能とする予定。

介護保険分野におけるデジタル化への対応
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介護現場における生産性向上推進フォーラム
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生産性向上の取組に関する介護事業所向けセミナー実践報告会
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参考① 転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討会

国は、第三次産業における労働災害防止対策を第 13 次労働災害防止計画における重 点事項の１つに位置付け、その推
進を図ってきたところであるが、計画期間中を通して 労働災害は増加しており、特に増加が顕著な小売業や介護施設
等を中心に、その対策の 見直しが喫緊の課題となっている。中でも大きく増加している「転倒」や「動作の反動・無
理な動作」といった作業行動に起因する災害については、骨折や後遺症を伴う重大なものが散見される、対策が重要
な災害である一方、その発生メカニズムは労働者の 個人要因の影響も大きいため、従来型の災害と同様の対策では、
十分な成果を挙げることができていない状態にある。このため、関係者や有識者の参画を得て、転倒防止・腰 痛予防
対策の在り方及び具体的な対策の方針について、規制の見直しも念頭に置いた検討を行うこととする。

（１）エビデンスに基づいた対策の推進転倒・腰痛等の予防対策の基礎となる課題やニーズを的確に把握し、エビデンスに
基づいた対策の推進のため以下の取組が必要である。

ア労働災害統計の基となる労働者死傷病報告（以下「報告」という。）について、デジ タル技術の活用により、災害が発生した状況、要因等の

把握が容易となるよう見直す べき。

イ厚生労働省と独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所との連携の 下に、上記アによって収集した情報の分析や、転倒や腰痛
の発生・予防と密接に関係が ある分野の研究者との連携も含め、必要な体制を構築した上で、転倒・腰痛の減少を目的とする調査・研究を総
合的に推進していくべき。

ウ「労働安全衛生調査」等も活用して、報告のみでは収集できない情報（事業場におけ る取組、労働者の意識に係る情報等対策に必要な情報も
収集・分析していくべき。

（２）安全衛生教育の在り方、関係者の意識改革小売業や介護施設をはじめとした第三次産業では、人手不足により業務多
忙が常態化していること、顧客や利用者への対応が最優先とされる慣習があること等から、労働者への雇入時教育等
の安全衛生教育が適切に実施されているとはいえない実態がある。また、転倒や腰痛は、重篤な災害ではないという
思い込みの広がりや、日常生活でも発生し得る災害であることから、事業者や労働者が職場の問題として対策に取り
組む必要性の認識が低い傾向にあるため、事業者や労働者の意識改革を図り、取組の動機付けとなるよう、以下の取
組が必要である。

ア労働者への雇入時教育等の安全衛生教育やその責任者への教育については、一定時間 の座学等の既存の手法にとらわれず、教育内容をモジュ
ール化して短時間の動画にして、 アプリ等も活用して短時間で効率的・効果的に教育を行うことができる方法を提示するなど、業界の実態や
就業者の特性も踏まえたものにしていくべき。なお、新たな教育ツ ール等の作成に当たっては、行政においてこれまでに様々なツールを作っ
ているものの活用されていない理由（業種のミスマッチ等も含む）も分析した上で作成する必要がある。

イ転倒・腰痛災害による経済的損失等の「見える化」を図り、企業や業界にとって経営 上対処すべき課題であることとの認識が深まるよう取り
組むべき。その際、労災保険の 3 情報を基に実休業日数等についても「見える化」を図るべき。

【検討事項の中間整理】 令和４年９月 27 日

労働基準局安全衛生部
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参考② 転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討会

ウ単に転倒・腰痛等の労働災害の防止が事業者の責務であることにとどまらず、取組が 生産性の向上等経営上のメリットにも繋がることも
事業者に訴求していくべき。

エ「健康経営」等の関連施策と連携し、具体的取組メニューの提示と実践に向けた支援 等を図ることにより、企業における転倒・腰痛対策
の促進を図るべき。

オ取組が進むよう、ナッジの活用等行動経済学の手法を取り込んでいくべき。なお、労 働基準監督署は指導だけでなく、企業の自主的な取組
を支援する存在であるべき。

（３）業種や業務の特性に応じた取組転倒・腰痛等の防止のための具体的な手法等を定め、労使による取組を促進して
いくため、以下の取組が必要である。

ア転倒災害防止のため、転倒から被災に至るまでのメカニズムに着目し、それぞれの段 階におけるリスクの見える化とそれを踏まえたハ

ード・ソフト両面からの対策等、事業者が講ずべき具体的措置の手法を明示すべきである（労働安全衛生法第 24 条に基づき、労働者の
作業行動に起因する災害の防止を事業者に義務付けている一方、具体的な内容 について厚生労働省令で示されていないという点や、労働
安全衛生規則第 544 条に基づき、作業場の床面については「つまずき、すべり等の危険のないもの」とすることが規 定されているが具体
的な内容までは示されていない点なども踏まえ、その具体的方法に ついては、本検討会において引き続き検討する。）。

イ転倒・腰痛災害防止のため、事業者が労働災害防止対策に取り組む必要性や意義の説 明に加えて、小売業や介護施設をはじめとする第三
次産業において取組が進んでいない 基本的対策を、業界の実態に応じ、事業者及び労働者が理解して取り組める形（例えば チェックリス
ト等）でとりまとめて周知することで、取組の定着を図っていくべき。

ウ介護職員の身体の負担軽減のための介護技術（ノーリフトケア）や介護機器等の導入 など既に一定程度の効果が得られている腰痛の予防
対策については、積極的に普及を図 るべき。

エ腰痛予防のため、作業管理、作業環境管理、健康管理及び労働衛生教育等の取り組む べき対策を示した職場における腰痛予防対策指針が
あるが、効果的な対策を講ずるため に、腰痛の発生が比較的多い重量物取扱い作業等について、事業者や研究者の協力を得 つつ発生要因
をより詳細に分析し、効果が見込まれ、かつ実行性がある対策を選定すべ き。あわせて、事業者等の協力を得つつ実証的な取組を行い、
効果が得られた対策を積極的に周知・普及していくべき。

オ転倒防止のため、滑りやつまずき等を防ぐよう、まずは段差の解消や清掃などの基本 的な取組を徹底した上で、既存の技術で開発が可能
なのにもかかわらず第三次産業向け の開発が進んでいない器具や設備等の開発促進・普及を図るべき。あわせて、転倒・腰 痛予防に資す
る新たな技術・テクノロジーについても調査し、職場での普及を図ってい くべき
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参考③ 転倒防止・腰痛予防対策の在り方に関する検討会

（４）職場における対策の実施体制の強化小売業や介護施設においては一般に、必ずしも店舗や施設といった事業場単位
で安全衛生管理を行う環境が整っていないことや、シフト制により業務に従事する労働者が多い実態等を踏まえ、
実効ある安全衛生管理の確保のため、以下の取組が必要である。

ア現行の安全・衛生委員会等に加えて現場の労働者の声をより反映しやすくする補完的 な取組や、企業全体として安全衛生水準を向上させよ
うという事業者を後押しするため、 安全・衛生委員会の設置義務のない事業場の安全衛生管理の在り方について検討すべき （本検討会にお
いて引き続き検討する。）。

イ職場における対策の効果的な推進のため、労働局における「+Safe（SAFE）協議会」 の枠組により自治体の健康増進事業等と連携した取組を
推進すべき。あわせて、自治体によっては「ノーリフトケア」等に取り組む介護施設等優良事業場を公表し、安全衛生 水準の底上げを図る
ことで人材の確保につなげているところがあるため、そのような好 事例の展開を図るべき。

（５）労働者の健康づくり等転倒災害や腰痛などの労働災害は、事業者が適切な作業環境を確保し、適切な作業方法を定
めることにより、その発生リスクを低減させることが第一であることはいうまでもないが、これらの災害は、加齢に
よる筋力低下や認知機能の低下、焦りや注意力の欠如等個々の労働者の心身の状況が大きく影響しており、労働者ひ
とり一人が事業場における取組や地域における取組も活用しながら心身の健康の維持・向上に努めていくことが重要
である。このため、国として以下取組を進めることも必要である。

ア労働災害防止のため事業場において理学療法士等も活用して労働者の身体機能の維 持改善を図ることは有用であり、国はそのための支援

体制を拡充すべき。
イ若年期から運動やスポーツを通じて筋肉量や持久力などを維持していくことが必要。 このため、スポーツ庁（「Sport in Life プロジェクト
」等）と連携してスポーツの習慣化を進めるべき。

ウ労働者自身による健康状況の継続的な把握と、骨密度、「ロコモ度」、視力等の転倒災 害の発生に影響するリスクの「見える化」により
労働者の健康づくりを促進すべき。その際、自治体・保険者等が提供する健康増進事業等の活用を促し、ヘルスリテラシーを 高めるなどの
方法も考えられる。

（６）中小企業等事業者への支援労働力の更なる高齢化を見据え、身体機能の低下を補う設備・装置の導入等について、
中小企業等事業者を国が引き続き支援していくべき。
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それぞれの活躍の場で、 チームの専門的な知見を活かし、「自立支援に向けた、より適切な福祉用具の選定」、「利用
者の安全性を高めるとともに福祉用具の活用による有益な取組やサービスの質の向上に向けた関与」、さらには「福祉
用具の活用や住宅改修・住環境の整備等が必要な方々に、適切な時期に適切な支援が行えているかどうかの検証や
保険給付の適正化にむけた支援」、そして「新しい福祉用具等の開発・普及」などに寄与していただくこと。

福祉用具・介護ロボット等の活用における関係者に期待すること

高齢者のシーティング

地域包括ケアシステムの深化・推進

車椅子における座位保持等と身体拘束との関係性についての調査研究事業

地域リハビリテーション体制の活動マニュアル等の作成事業介護ロボット等の導入目的の明確化・評価及び安全な使用と管理

テクノロジー導入等における支援

参考：老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業 40



ご清聴ありがとうございました


